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無
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千円

人

千円

人

千円
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％

千円

千円
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0

費用合計

0.15

人件費

従事者数

人件費

従事者数

0.10

費
用

0

直接経費

00

0.000.00

一部又は全部委託

実施・運営
方法

・各主体の窓口の一本化を行う。
・年に1回、市・商工会議所・５大学による合同連絡会議を実施し、産学官連携により実
施した事業の評価、あるいは実施する事業の研究を行う。
・合同連絡会議において、新たに連携を行う事業の担当課職員から連携事業概要の説
明を行う。
・所管課への啓発・指導を行い、産学官連携により実施する事業の拡大を図る。
【平成22年度実施内容】
・産学官連携合同推進連絡会議の開催　１回（５月）
・各主体に対して産学官連携事業の要望調査を実施した。

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

大学が持つ知的な資源や人材、あるいは企業が持つ技術などを効果的に活用し、地域
貢献につなげるとともに、まちづくりの課題の解決を図る。

名称：小牧市商工会議所、近隣５大学Ｎ Ｐ Ｏ ・ そ の 他

総合計画
分野別計

画

予算区分 1 9

市民生活

市が直接実施・運営

根拠法令・個別計画

市民協働

2

名称：　　　　

産学官連携協定書

1 1

会計区分 一般

平成１９年度 平成３０年度以降～事業期間

事業番号

産学官連携事業

004

平成２３年度事業シート（概要説明書）《※平成２２年度実施事業》

市長公室　　

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要

受益者負担 内容

事務事業名

0

一般財源

0
財
源

536

0

コ
　
　
ス
　
　
ト

536

804

100.0

804

その他財源

0

Ｈ23予算額Ｈ21決算額

0.15

804

0

0

担当係

事業類型

産学官の連携を強化する

一般会計

地域住民組織

536804 804

Ｈ22決算額

0

0

804

0.00

対前年比

協働推進課

地域協働係

担当部

担当課

正職員

その他職員

国・県支出金



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

二
次
評
価

判定理由 一次評価のとおり

B 市が実施(改善が必要)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響

本事業は、従前各課において実施していた各主体との連携を、各主体の窓口を一本化
することにより、活動成果や連携要望などの情報を共有化できるようにし、更なる連携の
強化と拡充を図るために実施している事業である。そのため、本事業を廃止したり休止
した場合、各主体との情報を共有するネットワークが機能せず、非効率的、非効果的な
連携になるものと考える。

判定理由

市が実施(改善が必要)

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 B

引き続き、各主体が抱える具体的な課題を抽出し、その解決に向けた取組み等を含め、
新たな事業・要望等について、調査を行うとともに、産学官連携合同推進連絡会議のあ
り方や開催手法を見直す。

産学官連携合同推進連絡会議が、連携機能の強化につながっていないため、会議のあ
り方や開催手法を検討し直す必要がある。

産学官合同推進連絡会議開催数

新規事業数

事業目的の
達成状況

　産学官連携合同推進連絡会議を開催（５月）し、各主体の窓口の確認、連携により実
施した事業の評価、連携可能な事業の研究を行った結果、新規事業が１つ増加したが、
連携事業数は前年度に比べで６事業減少した。
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